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「協会員の内部管理責任者等に関する規則」等の一部改正について 

 

平成 21 年９月 15 日 

日 本 証 券 業 協 会 

 

Ⅰ．改正の趣旨 

近年、協会員における業務運営方法が多様化していることを踏まえ、協会員の内部管理責任

者等の配置について、実効性を保ちつつ各協会員の実情に即した配置を可能とすることにより、

協会員においては、効率的な内部管理態勢の整備が必要となっている。 

このため、個別に本協会の承認を受けることにより商品別・サービス別の統括ライン等を営

業単位とすることを可能とすることとする。 

また、届出事項について簡素化の観点から見直しを行い、年一回の配置の状況の届出により

事後的に確認が可能なものについては、事前の届出について廃止等を行うこととする。 

併せて、「協会員の役職員に対する処分のあり方に関するワーキング」の報告書（平成 21 年

２月 17 日）で提言された営業責任者等の資格に関する処分について、厳格化を図ることとし、

それぞれ以下のとおり改正を行うこととする。 

 

Ⅱ．改正の骨子 

１．営業単位、営業責任者及び内部管理責任者の配置、内部管理責任者の兼務に関し、申請

により、協会員の実情に即した配置を行うこと等を可能とする。（第７条、第 10 条、第 13

条、第 19 条、細則第２条、細則第４条、細則第５条、細則第６条） 

２．届出事項等について見直しを行い、本協会への届出等の簡素化を図ることとする。          

  （第 16 条） 

３．営業責任者の処分等について見直しを行うこととし、営業責任者の資格停止処分について、

現行の１年以内から２年以内に延長するとともに、資格取消処分を新設する。併せて、内部

管理責任者に対しても同様の処分を新設する。（第３条、第４条、第６条、第８条、第９条、

第 11 条、第 14 条、第 15 条、第 17 条、第 18 条） 

４．その他所要の整備を行う。 

 

Ⅲ．施行の時期 

この改正は、平成 21 年９月 30 日から施行する。 

 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先 

日本証券業協会 規律審査部  担当：松葉、星、髙橋（TEL 03－3667－8475） 
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「協会員の内部管理責任者等に関する規則」の一部改正について 

平成２１年９月１５日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

 

新 旧 

（目 的） 

第 １ 条 この規則は、協会員において金融商

品取引法（以下「金商法」という。）その他の

法令諸規則等の遵守状況を管理する業務に従

事する役員及び従業員の配置、その資格要

件、責務等を定めることにより、協会員の内

部管理態勢を強化し、適正な営業活動の遂行

に資することを目的とする。 

（目 的） 

第 １ 条 この規則は、協会員において金融商

品取引法（以下「金商法」という。）その他の

法令諸規則等の遵守状況を管理する業務に従

事する役員及び従業員の配置、その資格要

件、責務等を定めることにより、協会員の内

部管理体制を強化し、適正な営業活動の遂行

に資することを目的とする。 

  

（内部管理統括責任者の登録） （内部管理統括責任者の登録） 

第 ２ 条 協会員は、内部管理統括責任者１名

を定め、所定の様式による内部管理統括責任

者登録申請書を遅滞なく、本協会に提出し、

本協会が備える内部管理統括責任者登録簿に

登録を受けなければならない。 

第 ２ 条 協会員は、内部管理統括責任者１名

を定め、所定の様式による内部管理統括責任

者登録申請書を本協会に提出し、本協会が備

える内部管理統括責任者登録簿に登録を受け

なければならない。 

２ 協会員は、前項の申請内容に変更がある場

合は、所定の様式による内部管理統括責任者

変更申請書を遅滞なく、本協会に提出し、当

該変更に係る登録を受けなければならない。 

２ 協会員は、前項の申請内容に変更がある場

合は、所定の様式による内部管理統括責任者

変更申請書を本協会に提出し、当該変更に係

る登録を受けなければならない。 

３       （現行どおり）  ３        （省   略） 

  

（内部管理統括責任者の資格要件） （内部管理統括責任者の資格要件） 

第 ３ 条 第 ３ 条 

・ ｝    （現行どおり） 

３ 

・ ｝         （省   略） 

３ 

４ 協会員は、次に掲げる処分を受けた者につ

いて、当該処分の決定を受けた日から５年間

は、内部管理統括責任者に任命してはならな

い。 

（新   設） 

１ 第 17 条第１項又は第 18 条第１項の規定

による営業責任者資格及び内部管理責任者

資格の取消し 

 

２ 「協会員の外務員の資格、登録等に関す

る規則」（以下「外務員規則」という。）第

６条第１項又は第２項の規定による外務員

資格の取消し 

 

３ 外務員規則第 11 条第１項の規定による外

務員登録の取消し 

 

５ 協会員は、次に掲げる処分を受けた者につ

いて、当該処分期間中は、内部管理統括責任

者に任命してはならない。 

 

１ 第 17 条第１項又は第 18 条第１項の規定

による営業責任者資格及び内部管理責任者
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資格の効力停止 

２ 外務員規則第６条第１項の規定による外

務員資格の効力停止 

３ 外務員規則第 11 条第１項の規定による外

務員の職務の停止 

 

  

（内部管理統括責任者の責務） （内部管理統括責任者の責務） 

第 ４ 条 内部管理統括責任者は、自ら金商法

その他の法令諸規則等を遵守するとともに、

当該協会員の役員又は従業員（店頭デリバテ

ィブ取引会員にあっては、特定店頭デリバテ

ィブ取引等に従事する役員又は従業員を、特

別会員にあっては、登録金融機関業務に従事

する役員又は従業員をいう。以下同じ。）に

対し、金商法その他の法令諸規則等の遵守の

営業姿勢を徹底させ、投資勧誘等の営業活

動、顧客管理が適正に行われるよう、内部管

理態勢の整備に努めなければならない。 

第 ４ 条 内部管理統括責任者は、当該協会員

の役員又は従業員（店頭デリバティブ取引会

員にあっては、特定店頭デリバティブ取引等

に従事する役員又は従業員を、特別会員にあ

っては、登録金融機関業務に従事する役員又

は従業員をいう。以下同じ。）に対し、金商法

その他の法令諸規則等の遵守の営業姿勢を徹

底させ、投資勧誘等の営業活動、顧客管理が

適正に行われるよう、内部管理体制の整備に

努めなければならない。 

２             

・ ｝    （現行どおり） 

４ 

 

２ 

・ ｝         （省   略） 

４ 

  

（内部管理統括補助責任者の資格要件、報告及

び責務） 

（内部管理統括補助責任者の資格要件、報告及

び責務） 

第 ６ 条 内部管理統括責任者は、第４条各項

に掲げる責務を遂行するため、自己の責任に

おいて、細則に定める内部管理部門の役員又

は部長若しくは室長等の責任者（所属部署等

における担当業務の遂行に責任を有する者を

いう。以下同じ。）を内部管理統括補助責任

者として定め、自己の職務を分担させること

ができる。 

第 ６ 条 内部管理統括責任者は、第４条各項

に掲げる責務を遂行するため、自己の責任に

おいて、細則に定める内部管理部門の役員又

は部長若しくは室長（以下「内部管理統括補

助責任者」という。）に自己の職務を分担させ

ることができる。ただし、協会員の組織機構

等の実態からみてやむを得ないものと本協会

が認めた場合は、内部管理部門の課長を内部

管理統括補助責任者とすることができる。 

２ 協会員は、前項の規定により内部管理統括

補助責任者を定めた場合又は内部管理統括補

助責任者を定めなくなった場合若しくは報告

内容に変更がある場合には、所定の様式によ

る内部管理統括補助責任者報告書を遅滞な

く、本協会に提出しなければならない。 

２ 協会員は、前項の規定により内部管理統括

補助責任者を定めた場合又は内部管理統括補

助責任者を定めなくなった場合若しくは報告

内容に変更がある場合には、所定の様式によ

る内部管理統括補助責任者報告書を本協会に

提出しなければならない。 

３ 会員の内部管理統括責任者は、「外務員等資

格試験に関する規則」（以下「試験規則」と

いう。）による会員内部管理責任者資格試験

の合格者でなければ、内部管理統括補助責任

者の職務を行わせてはならない。  

３ 会員の内部管理統括責任者は、第１項の内

部管理統括補助責任者について、「外務員等資

格試験に関する規則」（以下「試験規則」とい

う。）による会員内部管理責任者資格試験の合

格者でなければ、その職務を行わせてはなら

ない。              

４ 店頭デリバティブ取引会員の内部管理統括

責任者は、試験規則による会員内部管理責任

４ 店頭デリバティブ取引会員の内部管理統括

責任者は、第１項の内部管理統括補助責任者
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者資格試験又は特別会員内部管理責任者資格

試験の合格者でなければ、内部管理統括補助

責任者の職務を行わせてはならない。       

について、試験規則による会員内部管理責任

者資格試験又は特別会員内部管理責任者資格

試験の合格者でなければ、その職務を行わせ

てはならない。             

５ 特別会員の内部管理統括責任者は、試験規

則による会員内部管理責任者資格試験又は特

別会員内部管理責任者資格試験（金商法第 33

条第２項第３号ハ又は同項第４号ロに掲げる

行為（同法第２条第２項の規定により有価証

券とみなされる同項各号に掲げる権利に係る

ものを除く。）（以下「登録金融機関金融商品

仲介行為」という。）の内部管理を担当する

内部管理統括補助責任者にあっては、会員内

部管理責任者資格試験）の合格者でなけれ

ば、内部管理統括補助責任者の職務を行わせ

てはならない。 

 

５ 特別会員の内部管理統括責任者は、第１項

の内部管理統括補助責任者について、試験規

則による特別会員内部管理責任者資格試験又

は会員内部管理責任者資格試験の合格者でな

ければ、その職務を行わせてはならない。た

だし、金商法第 33 条第２項第３号ハ又は同項

第４号ロに掲げる行為（同法第２条第２項の

規定により有価証券とみなされる同項各号に

掲げる権利に係るものを除く。）（以下「登録

金融機関金融商品仲介行為」という。）の内部

管理を担当する内部管理統括補助責任者につ

いては、会員内部管理責任者資格試験の合格

者でなければならない。 

６ 内部管理統括補助責任者として内部管理統

括責任者の職務の分担を受けた者は、自ら金

商法その他の法令諸規則等を遵守するととも

に、その職務を的確に遂行し、内部管理統括

責任者にその遂行状況を報告しなければなら

ない。 

６ 内部管理統括補助責任者として内部管理統

括責任者の職務の分担を受けた者は、その職

務を的確に遂行し、内部管理統括責任者にそ

の遂行状況を報告しなければならない。 

７ 内部管理統括責任者は、次に掲げる処分を

受けた者について、当該処分の決定を受けた

日から５年間は、内部管理統括補助責任者の

職務を行わせてはならない。 

（新   設） 

１ 第 17 条第１項又は第 18 条第１項の規定

による営業責任者資格及び内部管理責任者

資格の取消し 

 

２ 外務員規則第６条第１項又は第２項の規

定による外務員資格の取消し 

 

３ 外務員規則第 11 条第１項の規定による外

務員登録の取消し 

 

８ 内部管理統括責任者は、次に掲げる処分を

受けた者について、当該処分期間中は、内部

管理統括補助責任者の職務を行わせてはなら

ない。 

 

１ 第 17 条第１項又は第 18 条第１項の規定

による営業責任者資格及び内部管理責任者

資格の効力停止 

 

２ 外務員規則第６条第１項の規定による外

務員資格の効力停止 

３ 外務員規則第 11 条第１項の規定による外

務員の職務の停止 

 

  

（内部管理部門の管理職者等の資格取得） （内部管理部門の責任者等の資格取得） 

第 ７ 条 協会員は、細則に定める内部管理部 第 ７ 条 協会員は、細則に定める内部管理部
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門に所属する管理職者（所属部署等の業務を

管理監督する権限を有する者をいう。以下同

じ。）について、試験規則による会員内部管

理責任者資格試験の合格者（店頭デリバティ

ブ取引会員又は特別会員にあっては、会員内

部管理責任者資格試験又は特別会員内部管理

責任者資格試験の合格者）でなければ、その

職務を行わせてはならない。 

門に所属する責任者（課長職以上の管理職者

をいう。）について、試験規則による会員内部

管理責任者資格試験の合格者（店頭デリバテ

ィブ取引会員又は特別会員にあっては、会員

内部管理責任者資格試験又は特別会員内部管

理責任者資格試験の合格者）でなければ、そ

の職務を行わせてはならない。 

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従業員

（前項に規定する管理職者を除く。）につい

て、試験規則による会員内部管理責任者資格

試験の合格者（店頭デリバティブ取引会員及

び特別会員にあっては、会員内部管理責任者

資格試験又は特別会員内部管理責任者資格試

験の合格者）となるよう努めるものとする。

２ 協会員は、内部管理業務に従事する従業員

（前項に規定する責任者を除く。）について、

試験規則による会員内部管理責任者資格試験

の合格者（店頭デリバティブ取引会員及び特

別会員にあっては、会員内部管理責任者資格

試験又は特別会員内部管理責任者資格試験の

合格者）となるよう努めるものとする。 

  

（研修の受講） 

第 ８ 条 

・ ｝    （現行どおり） 

２ 

（研修の受講） 

第 ８ 条 

・ ｝         （省   略） 

２ 

３ 協会員は、営業責任者、内部管理責任者及

び内部管理業務に従事する従業員（内部管理

統括補助責任者を除く。）について、本協会

の事業年度毎に、本協会が実施する内部管理

統括補助責任者研修に準じた社内研修を受講

させなければならない。 

３ 協会員は、営業責任者及び内部管理責任者

等内部管理業務に従事する従業員（内部管理

統括補助責任者を除く。）について、本協会の

事業年度毎に、本協会が実施する内部管理統

括補助責任者研修に準じた社内研修を受講さ

せなければならない。 

４ 協会員は、第 17 条第１項又は第 18 条第１

項の規定により営業責任者資格及び内部管理

責任者資格の停止処分を受けた者について、

速やかに、「内部管理統括補助責任者研修」

等の本協会が指定する研修を受講させなけれ

ばならない。 

４ 協会員は、第 17 条第１項の規定により営業

責任者資格の停止処分を受けた者について、

速やかに、「内部管理統括補助責任者研修」等

の本協会が指定する研修を受講させなければ

ならない。 

  

（内部管理統括責任者及び内部管理統括補助責

任者への交代勧告） 

（内部管理統括責任者及び内部管理統括補助責

任者への交代勧告） 

第 ９ 条 本協会は、内部管理統括責任者が次

の各号のいずれかに該当することとなった場

合は、当該内部管理統括責任者の交代勧告を

することができる。 

第 ９ 条 本協会は、協会員が証券取引等監視

委員会検査、協会監査等において、法令遵守

又は内部管理体制の不備を指摘された場合に

おいて、その指摘が反復して行われる等、当

該協会員の内部管理統括責任者がその責務を

適切に遂行していなかったと判断されるとき

には、当該事案の処分の一部として、当該協

会員に対し、当該内部管理統括責任者の交代

勧告をすることができる。 

１ 内部管理統括責任者自らが法令等違反行

為を行ったとき。 

 

２ 協会員の法令等違反行為が発生した場合

において、内部管理統括責任者が当該法令
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等違反行為を隠蔽、放置した場合や、内部

管理統括責任者の指示により発生した場合

等、内部管理統括責任者が第４条各項に定

める責務を十分果たしていなかったと認め

られるとき。 

２ 本協会は、内部管理統括補助責任者が次の

各号のいずれかに該当することとなった場合

は、当該内部管理統括補助責任者の交代勧告

をすることができる。 

２ 本協会は、前項の規定により内部管理統括

責任者の交代勧告をする場合において、職務

を分担した内部管理統括補助責任者がその責

務を的確に遂行していなかったと認められる

ときには、当該協会員に対し、当該内部管理

統括補助責任者の交代勧告をすることができ

る。 

１ 内部管理統括補助責任者自らが法令等違

反行為を行ったとき。 

 

２ 協会員の法令等違反行為が発生した場合

において、内部管理統括補助責任者が当該

法令等違反行為を隠蔽、放置した場合や、

内部管理統括補助責任者の指示により発生

した場合等、内部管理統括補助責任者が第

６条第６項に定める責務を十分果たしてい

なかったと認められるとき。 

 

  

（営業責任者の配置） （営業責任者の配置） 

第 10 条 協会員は、当該協会員における投資

勧誘等の営業活動、顧客管理を行う本店、そ

の他の営業所又は事務所（本店、その他の営

業所又は事務所における部署を含む。）につ

いて、細則に定める営業単位として定め、当

該営業単位の長を営業責任者に任命し、配置

しなければならない。 

第 10 条 協会員は、営業単位（細則に定める

営業単位をいう。以下同じ。）の長を当該営業

単位の営業責任者に任命しなければならな

い。 

２ 前項の規定にかかわらず、協会員は、前項

の細則に定める営業単位以外の営業単位を定

め、当該営業単位の長を営業責任者に任命

し、配置することができる。この場合におけ

る営業責任者の配置については、あらかじめ

所定の様式による申請書を提出し、本協会の

承認を得なければならない。 

（新   設） 

  

（営業責任者の資格要件） （営業責任者の資格要件） 

第 11 条   

・ ｝    （現行どおり） 

２  

第 11 条     

・ ｝         （省   略） 

２      

３ 特別会員は、会員営業責任者資格試験若し

くは試験規則による会員内部管理責任者資格

試験又は特別会員営業責任者資格試験若しく

は試験規則による特別会員内部管理責任者資

格試験（登録金融機関金融商品仲介行為を行

う営業単位の営業責任者については、会員営

３ 特別会員は、会員営業責任者資格試験若し

くは試験規則による会員内部管理責任者資格

試験又は特別会員営業責任者資格試験若しく

は試験規則による特別会員内部管理責任者資

格試験の合格者でなければ、営業責任者に任

命してはならない。ただし、登録金融機関金
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業責任者資格試験又は試験規則による会員内

部管理責任者資格試験）の合格者でなけれ

ば、営業責任者に任命してはならない。 

融商品仲介行為を行う営業単位の営業責任者

については、会員営業責任者資格試験又は会

員内部管理責任者資格試験の合格者でなけれ

ばならない。 

４ 協会員は、営業責任者が第 17 条第１項の規

定により営業責任者資格及び内部管理責任者

資格の取消し又は停止処分を受けたときに

は、直ちにその後任の営業責任者を任命しな

ければならない。 

４ 協会員は、営業責任者が第 17 条第１項の規

定により営業責任者資格の停止処分を受けた

ときには、直ちに当該営業単位の営業責任者

を任命しなければならない。 

５ 協会員は、第 17 条第１項又は第 18 条第１

項の規定により営業責任者資格及び内部管理

責任者資格の取消処分を受けた者について、

その決定を受けた日から５年間は、営業責任

者に任命してはならない。 

（新   設） 

６ 協会員は、第 17 条第１項又は第 18 条第１

項の規定により営業責任者資格及び内部管理

責任者資格の停止処分を受けた者について、

当該資格の効力の停止期間中は、営業責任者

に任命してはならない。 

（新   設） 

  

（特定店頭デリバティブ取引等に係る特例） 

第 11 条の２  （現行どおり） 

１          （現行どおり） 

２ 平成 21 年４月１日以降に実施した外務員

規則第４条の２第１項に定める第１項社内

研修を受講し、当該第１項社内研修を実施

した協会員がその結果を本協会に報告して

いる者 

 

３          （現行どおり） 

（特定店頭デリバティブ取引等に係る特例） 

第 11 条の２   （省  略） 

１           （省  略） 

２ 平成 21 年４月１日以降に実施した「協会

員の外務員の資格、登録等に関する規則」

（以下、「外務員規則」という。）第４条の

２第１項に定める第１項社内研修を受講

し、当該第１項社内研修を実施した協会員

がその結果を本協会に報告している者 

３           （省  略） 

  

（営業責任者の責務） （営業責任者の責務） 

第 12 条 営業責任者は、自ら金商法その他の

法令諸規則等を遵守するとともに、自らが営

業責任者として任命された営業単位に所属す

る役員又は従業員に対し、金商法その他の法

令諸規則等を遵守する営業姿勢を徹底させ、

投資勧誘等の営業活動、顧客管理が適正に行

われるよう、指導、監督しなければならな

い。 

第 12 条 営業責任者は、自ら金商法その他の

法令諸規則等を遵守するとともに、当該営業

単位に所属する役員又は従業員に対し、金商

法その他の法令諸規則等を遵守する営業姿勢

を徹底させ、投資勧誘等の営業活動、顧客管

理が適正に行われるよう、指導、監督しなけ

ればならない。 

２ 営業責任者は、自らが営業責任者として任

命された営業単位における投資勧誘等の営業

活動、顧客管理に関し、重大な事案が生じた

場合には、速やかにその内容を内部管理統括

責任者に報告し、その指示を受けなければな

らない。 

２ 営業責任者は、当該営業単位における投資

勧誘等の営業活動、顧客管理に関し、重大な

事案が生じた場合には、速やかにその内容を

内部管理統括責任者に報告し、その指示を受

けなければならない。 
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（内部管理責任者の配置） （内部管理責任者の配置） 

第 13 条 協会員は、当該協会員における投資

勧誘等の営業活動、顧客管理を行う本店、そ

の他の営業所又は事務所（本店、その他の営

業所又は事務所における部署を含む。）につ

いて、細則に定める営業単位として定め、当

該営業単位ごとに内部管理業務の管理職者を

内部管理責任者に任命し、配置しなければな

らない。 

第 13 条 協会員は、営業単位ごと（特定の営

業単位を担当する内部管理組織が独立して設

けられている場合の当該部、室又は課を含

む。）に内部管理業務に従事する責任者（細

則で定める管理職者をいう。）を当該営業単

位の内部管理責任者に任命しなければならな

い。ただし、細則に定めるところにより、内

部管理統括補助責任者又は他の営業単位の内

部管理責任者に当該営業単位の内部管理責任

者の職務を兼務させることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、協会員は、細則

に定める者を内部管理責任者に任命し、配置

することができる。 

（新   設） 

３ 前項の規定にかかわらず、協会員は、第１

項の細則に定める営業単位以外の営業単位を

定め、当該営業単位の内部管理責任者を任命

し、配置することができる。この場合におけ

る内部管理責任者の配置については、あらか

じめ所定の様式による申請書を提出し、本協

会の承認を得なければならない。 

（新   設） 

  

（内部管理責任者の資格要件） （内部管理責任者の資格要件） 

第 14 条   

・ ｝    （現行どおり） 

２        

第 14 条    

・ ｝         （省   略） 

２        

３ 特別会員は、試験規則による会員内部管理

責任者資格試験又は特別会員内部管理責任者

資格試験（登録金融機関金融商品仲介行為を

行う営業単位の内部管理責任者については、

会員内部管理責任者資格試験）の合格者でな

ければ、内部管理責任者に任命してはならな

い。 

３ 特別会員は、試験規則による特別会員内部

管理責任者資格試験又は会員内部管理責任者

資格試験の合格者でなければ、内部管理責任

者に任命してはならない。ただし、登録金融

機関金融商品仲介行為を行う営業単位の内部

管理責任者については、会員内部管理責任者

資格試験の合格者でなければならない。 

４ 協会員は、内部管理責任者が第 18 条第１項

の規定により営業責任者資格及び内部管理責

任者資格の取消し又は停止処分を受けたとき

には、直ちにその後任の内部管理責任者を任

命しなければならない。 

（新   設） 

５ 協会員は、第 17 条第１項又は第 18 条第１

項の規定により営業責任者資格及び内部管理

責任者資格の取消処分を受けた者について、

その決定を受けた日から５年間は、内部管理

責任者に任命してはならない。 

（新   設） 

６ 協会員は、第 17 条第１項又は第 18 条第１

項の規定により営業責任者資格及び内部管理

責任者資格の停止処分を受けた者について、

当該資格の効力の停止期間中は、内部管理責

任者に任命してはならない。 

（新   設） 
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（内部管理責任者の責務） （内部管理責任者の責務） 

第 15 条 内部管理責任者は、自ら金商法その

他の法令諸規則等を遵守するとともに、自ら

が内部管理責任者として任命された営業単位

における営業活動が金商法その他の法令諸規

則等に準拠し、適正に遂行されているかどう

か常時監査する等適切な内部管理を行わなけ

ればならない。 

第 15 条 内部管理責任者は、当該営業単位に

おける営業活動が金商法その他の法令諸規則

等に準拠し、適正に遂行されているかどうか

常時監査する等適切な内部管理を行わなけれ

ばならない。 

２ 内部管理責任者は、自らが内部管理責任者

として任命された営業単位における投資勧誘

等の営業活動、顧客管理に関し、重大な事案

が生じた場合には、速やかに内部管理統括責

任者に報告し、その指示を受けなければなら

ない。 

２ 内部管理責任者は、当該営業単位における

投資勧誘等の営業活動、顧客管理に関し、重

大な事案が生じた場合には、速やかに内部管

理統括責任者に報告し、その指示を受けなけ

ればならない。 

  

（営業責任者等の協会への報告） （営業責任者等の協会への報告） 

第 16 条 協会員は、毎年７月末日現在におけ

る営業責任者及び内部管理責任者の配置の状

況を、遅滞なく、本協会に報告しなければな

らない。 

第 16 条 協会員は、毎年９月末日及び３月末

日現在における営業責任者及び内部管理責任

者の名簿をそれぞれ作成し、遅滞なく、本協

会に報告しなければならない。 

  

（営業責任者資格の取消し、停止処分） （営業責任者資格の停止） 

第 17 条 本協会は、営業責任者が次の各号の

いずれかに該当することとなった場合は、当

該営業責任者の営業責任者資格及び内部管理

責任者資格を取消し又は２年以内の期間を定

めて当該資格の効力を停止することができ

る。 

第 17 条 本協会は、営業責任者が次の各号の

いずれかに該当することとなった場合は、当

該営業責任者の営業責任者資格を１年以内の

期間を定めて停止することができる。 

１ 営業責任者自らが法令等違反行為を行っ

たとき。 

１ 営業責任者自らが法令等違反行為を行っ

たとき。 

２ 自らが営業責任者として任命された営業

単位に所属する役員又は従業員の法令等違

反行為が発生した場合において、営業責任

者が当該法令等違反行為を隠蔽、放置した

場合や、営業責任者の指示により発生した

場合等、第 12 条に定める責務を十分果た

していなかったと認められるとき。 

２ 当該営業単位に所属する営業責任者以外

の役員又は従業員の法令等違反行為が発生

した場合において、当該営業単位の営業責

任者が第 12 条に定める責務を十分果たして

いなかったと認められるとき。 

２ 本協会は、前項の適用について必要がある

と認めるときは、協会員に対し、報告又は資

料の提出を求めることができる。 

２ 本協会は、前項の適用について必要がある

と認めるときは、当該協会員に対し、報告又

は資料の提出を求めることができる。 

３      （現行どおり） ３        （省   略） 

４ 本協会は、第１項の規定により営業責任者

資格及び内部管理責任者資格を取消し又は効

力を停止したときは、遅滞なく、書面により

その旨を第１項に規定する処分事由が発生し

た協会員に通知する。この場合において、営

業責任者が退職その他の理由により他の協会

員に所属しているとき、又は他の協会員を所

４ 本協会は、第１項の規定により営業責任者

資格を停止したときは、遅滞なく、書面によ

りその旨を当該協会員に通知する。 
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属金融商品取引業者等（金商法第 66 条の２

第１項第４号に規定する所属金融商品取引業

者等をいう。以下同じ。）とする金融商品仲

介業者に所属している若しくは個人金融商品

仲介業者（金融商品仲介業規則第４条第３号

に規定する個人金融商品仲介業者をいう。以

下同じ。）となっているときは、当該他の協

会員にも併せて通知する。 

  

（内部管理責任者資格の取消し、停止処分） （新   設） 

第 18 条 本協会は、内部管理責任者が次の各

号のいずれかに該当することとなった場合

は、当該内部管理責任者の営業責任者資格及

び内部管理責任者資格を取消し又は２年以内

の期間を定めて当該資格の効力を停止するこ

とができる。 

 

１ 内部管理責任者自らが法令等違反行為を

行ったとき。 

 

２ 自らが内部管理責任者として任命された

営業単位に所属する役員又は従業員の法令

等違反行為が発生した場合において、内部

管理責任者が当該法令等違反行為を隠蔽、

放置した場合や、内部管理責任者の指示に

より発生した場合等、第 15 条に定める責

務を十分果たしていなかったと認められる

とき。 

 

２ 本協会は、前項の適用について必要がある

と認めるときは、協会員に対し、報告又は資

料の提出を求めることができる。 

 

３ 協会員は、前項に規定する報告又は資料の

提出の請求に応じなければならない。 

 

４ 本協会は、第１項の規定により営業責任者

資格及び内部管理責任者資格を取消し又は効

力を停止したときは、遅滞なく、書面により

その旨を第１項に規定する処分事由が発生し

た協会員に通知する。この場合において、内

部管理責任者が退職その他の理由により他の

協会員に所属しているとき、又は他の協会員

を所属金融商品取引業者等とする金融商品仲

介業者に所属している若しくは個人金融商品

仲介業者となっているときは、当該他の協会

員にも併せて通知する。 

 

  

（協会員の内部管理統括補助責任者、営業責任

者及び内部管理責任者等の配置に関する特

例） 

（協会員の内部管理統括補助責任者、営業責任

者及び内部管理責任者等の配置に関する特

例） 

第 19 条   （現行どおり） 第 18 条      （省   略） 

２ 本協会に新たに加入する協会員にあって ２ 本協会に新たに加入する協会員にあって
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は、本協会加入の日から６か月間に限り、第

11 条、第 11 条の２、第 14 条又は第 14 条の

２の規定にかかわらず、次の各号に定める者

を営業責任者又は内部管理責任者として配置

することができる。ただし、定款第３条第８

号に掲げる有価証券の売買その他の取引等に

係る業務に従事した期間が３年以上の者で、

かつ、試験規則による会員内部管理責任者資

格試験（当該新たに加入する協会員が店頭デ

リバティブ会員又は特別会員の場合は、試験

規則による会員内部管理責任者資格試験又は

特別会員内部管理責任者資格試験（登録金融

機関金融商品仲介行為を行う特別会員の場合

は、試験規則による会員内部管理責任者資格

試験））の合格者が内部管理統括責任者、内

部管理統括補助責任者、内部管理部門の役員

又は部長若しくは室長等の責任者のいずれか

として配置されている場合に限る。 

は、本協会加入の日から６か月間に限り、第

11 条、第 11 条の２、第 14 条又は第 14 条の

２の規定にかかわらず、次の各号に定める者

を営業責任者又は内部管理責任者として配置

することができる。 

 

 １  １ 

・ ｝    （現行どおり） ・ ｝         （省   略） 

 ３  ３ 

３ 協会員の内部管理部門に所属する管理職者

については、当該者が就任した日から６か月

間に限り、第７条の規定を適用しない。 

３ 協会員の内部管理部門に所属する責任者の

職に就任する者については、当該者が就任し

た日から６か月間に限り、第７条の規定を適

用しない。 

４             （現行どおり） ４               （省   略） 

 

付   則 

 

 この改正は、平成 21 年９月 30 日から施行

する。 
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「『協会員の内部管理責任者等に関する規則』に関する細則」の一部改正について 

平成２１年９月１５日 

（ 下 線 部 分 変 更 ） 

新 旧 

（内部管理統括責任者の資格要件の特例） （内部管理統括責任者の資格要件の特例） 

第 ２ 条 規則第３条第１項ただし書に規定す

る細則に定める者は、次のとおりとする。 

第 ２ 条 規則第３条第１項ただし書に規定す

る細則に定める者は、次のとおりとする。 

１          （現行どおり） １           （省  略） 

２ 内部管理業務の責任者であって、取締役

会その他経営の意思決定及び業務執行に関

する会議体の議事の内容を確認できる者

（内部管理を担当する取締役がいない場合

に限る。） 

２ その他会員の組織機構等の実態から、本

協会が特別に認めた者 

２ 前項の規定は、委員会設置会社の内部管理

統括責任者の任命については、「取締役」とあ

るのは「執行役」、「代表取締役」とあるのは

「代表執行役」、「役付取締役」とあるのは｢役

付執行役｣、「取締役会」とあるのは「執行役

会」とそれぞれ読み替えて準用する。 

２ 前項の規定は、委員会設置会社の内部管理

統括責任者の任命については、「取締役」とあ

るのは「執行役」、「代表取締役」とあるのは

「代表執行役」、「役付取締役」とあるのは｢役

付執行役｣とそれぞれ読み替えて準用する。 

３ 規則第３条第２項ただし書に規定する細則

に定める者は、特定店頭デリバティブ取引等

の内部管理業務の責任者（特定店頭デリバテ

ィブ取引等の内部管理を担当する役員を任命

することができない場合に限る。）とする。 

３ 規則第３条第２項ただし書に規定する細則

に定める者は、次のとおりとする。 

（ 削   る ） １ 特定店頭デリバティブ取引等の内部管理

を担当する管理職者（特定店頭デリバティ

ブ取引等の内部管理を担当する役員を任命

することができない場合に限る。） 

（ 削   る ） ２ その他店頭デリバティブ取引会員の組織

機構等の実態から、本協会が特別に認めた

者 

４ 規則第３条第３項ただし書に規定する細則

に定める者は、登録金融機関業務の内部管理

業務の責任者（登録金融機関業務の内部管理

を担当する役員を任命することができない場

合に限る。）とする。 

４ 規則第３条第３項ただし書に規定する細則

に定める者は、次のとおりとする。 

（ 削   る ） １ 登録金融機関業務（定款第５条第３号に

規定する登録金融機関業務をいう。以下同

じ。）の内部管理を担当する管理職者（登

録金融機関業務の内部管理を担当する役員

を任命することができない場合に限る。） 

（ 削   る ） ２ その他特別会員の組織機構等の実態か

ら、本協会が特別に認めた者 

  

（内部管理部門の範囲） （内部管理部門等の範囲） 

第 ３ 条 規則第６条第１項及び第７条第１項

に規定する内部管理部門は、コンプライアン

ス、監査（検査）、営業考査、売買審査の業務

を担当する部、室又は課（本店に準ずる組織

第 ３ 条 規則第６条第１項及び第７条第１項

に規定する内部管理部門は、監査（検査）、

営業考査、売買審査の業務を担当する部、室

又は課（本店に準ずる組織機構を有する営業
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機構を有する営業所に設けられているコンプ

ライアンス、監査（検査）、営業考査、売買審

査の業務を担当する部、室又は課）とする。 

所に設けられている監査（検査）、営業考

査、売買審査の業務を担当する部、室又は

課）とする。 

  

（営業単位の範囲） （営業単位の範囲） 

第 ４ 条 規則第 10 条第１項及び第 13 条第１

項に規定する営業単位は、次の各号に掲げる

協会員の区分に従い、当該各号に定める営業

部店等の社内組織上一体の業務運営を行って

いる単位とする。 

第 ４ 条 規則第 10 条に規定する営業単位は、

次の各号に掲げる協会員の区分に従い、当該

各号に定める営業部店とする。 

１  

・ ｝   （現行どおり） 

２ 

１  

・ ｝   （省  略） 

２ 

３ 特別会員 ３ 特別会員 

イ 公共債の窓口販売業務（公共債に係る

金商法第２条第８項第１号から第３号ま

で及び第９号に掲げる行為を行う業務を

いう。ただし、公共債に係る同項第１号

に掲げる行為を行う業務については、公

共債の公募入札による発行に伴う買付け

又は売付け（金融商品取引業等に関する

内閣府令第 100 条第３項に規定する国債

の発行日前取引を含む。）及び特別会員の

募集の取扱い又は売付けにより公共債を

購入した者が継続して所有している当該

公共債を当該特別会員が当該購入した者

から買い取る業務に限る。）及び特定店頭

デリバティブ取引等（ただし、組成、約

定等について集中して管理がなされてい

る場合に限る。）に関する業務を統括する

部、室、課、営業所又は事務所 

イ 公共債の窓口販売業務（公共債に係る

金商法第２条第８項第１号から第３号ま

で及び第９号に掲げる行為を行う業務を

いう。ただし、公共債に係る同項第１号

に掲げる行為を行う業務については、公

共債の公募入札による発行に伴う買付け

又は売付け（金融商品取引業等に関する

内閣府令第 100 条第３項に規定する国債

の発行日前取引を含む。）及び特別会員

の募集の取扱い又は売付けにより公共債

を購入した者が継続して所有している当

該公共債を当該特別会員が当該購入者か

ら買い取る業務に限る。）を統括する

部、室、課、営業所又は事務所 

ロ  

・ ｝   （現行どおり） 

ホ  

ロ  

・ ｝  （省  略） 

ホ  

  

（特別会員の営業責任者の配置の特例） （特別会員の営業責任者の配置の特例） 

第 ５ 条 特別会員は、営業責任者に任命しよ

うとする者(登録金融機関金融商品仲介行為を

行う営業単位の営業責任者を除く。)が、規則

第 11 条第３項に規定する資格要件を満たして

いない場合には、あらかじめ本協会に届け出

ることにより、その任命の日から６か月に限

り、その任命しようとする営業単位の管理職

者（同項に規定する資格要件を満たしている

者に限る。）を営業責任者に任命することがで

きる。 

第 ５ 条 特別会員は、営業責任者に任命しよ

うとする者(登録金融機関金融商品仲介行為

を行う営業単位の営業責任者を除く。)が、

規則第 11 条第３項に規定する資格要件を満

たしていない場合において、本協会が特に認

めたときは、その認定の日から６か月に限

り、当該営業単位の管理職者（同項に規定す

る資格要件を満たしている者に限る。）を営

業責任者に任命することができる。 

２ 前項の規定に基づく営業責任者が規則第 11

条第３項に規定する資格要件を満たした場合

には、所定の様式による資格取得報告書を遅

（新  設） 
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滞なく本協会に提出しなければならない。 

  

（内部管理責任者の配置の特例） （内部管理責任者の特例） 

第 ６ 条 規則第 13 条第２項に規定する細則

に定める者は次のとおりとする。 

第 ６ 条 規則第 13 条に規定する内部管理責

任者は、課長職以上の従業員とする。ただ

し、協会員の従業員の年齢構成等の実態か

らみてやむを得ない場合には、あらかじめ

本協会に所定の届出書を届け出ることによ

り、当分の間、課長職でない者（定款第３

条第８号に掲げる有価証券の売買その他の

取引等に係る業務に従事した期間が７年以

上の者又は年齢が 27 歳以上の者に限る。）

を任命することができる。 

１ 特定の営業単位を担当する独立した内部

管理部門における内部管理業務が適切に遂

行されている場合において、当該内部管理

部門の者でかつ規則第 14 条の資格要件を満

たしている者（特定店頭デリバティブ取引

等に係る内部管理責任者の場合は規則第 14

条の２の特例要件を満たしている者） 

 

２ 協会員の従業員の人数及び管理職者の構

成等の実態からみてやむを得ない場合にお

いて、内部管理統括補助責任者、又は、内

部管理業務の管理職者でない者のうち内部

管理業務の管理職者と同等の内部管理業務

経験、知識を有していると当該協会員が認

める者でかつ規則第 14 条の資格要件を満た

している者（特定店頭デリバティブ取引等

に係る内部管理責任者の場合は規則第 14 条

の２の特例要件を満たしている者） 

 

２ 協会員は、それぞれの業務の適切な遂行が

可能であると認めるときは、規則第 13 条第

１項に規定する管理職者及び前項各号に規定

する者を複数の営業単位の内部管理責任者に

任命することができる。 

 

  

（削  る） （内部管理責任者の配置の特例） 

第 ７ 条 規則第 13 条ただし書に規定する内部

管理統括補助責任者又は他の内部管理責任者

に兼務させることができる場合は、次のとお

りとする。 

１ 所属従業員数が 15 名未満の営業所又は事

務所(以下、「少人数営業所等」という。)の

内部管理を当該少人数営業所等を統括する

営業所又は事務所の内部管理統括補助責任

者又は内部管理責任者が行う場合 

２ 少人数営業所等の内部管理を前号以外の内

部管理統括補助責任者又は内部管理責任者

が行う場合等であって、当該少人数営業所
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等の内部管理体制が十分に確保される場合 

３ 営業又は商品本部に属する部又は室の一部

の所属従業員数が 15 名未満である場合にお

いて、当該部又は室の内部管理が当該営業

又は商品本部に属する他の部又は室の内部

管理責任者によって行われる当該部又は室

である場合（営業又は商品本部に属するす

べての部又は室の所属従業員数が 15 名未満

である場合を除く。） 

２ 協会員は、前項第２号の少人数営業所等と

して適用を受けようとするときは、所定の届

出書を提出しなければならない。 

３ 本協会は、第１項第２号の適用に当たって

は、次の基準により行う。 

１ 自身が所属する営業所又は事務所と自身が

兼務する少人数営業所等との間の往復及び

当該少人数営業所等における業務執行を１

日の業務時間内に行うことが可能であるこ

と。 

２ 当該少人数営業所等及び当該少人数営業所

等の内部管理責任者を兼務しようとする者

が所属する営業単位の法令、協会規則の遵

守状況が良好であること。 

３ 兼務をする者が内部管理責任者である場合

には、当該内部管理責任者は、課長職以上

の役職者であること。 

 

付   則 

 

この改正は、平成 21 年９月 30 日から施行

する。 

 

 

 

以   上 


